
決裁・供覧

文書回答事案事績整理票(B2023-007)

: 
文書番号

伺
い
文

件名のことについて、決裁文書案に添付した文書回答事案事績整理票のとおり、

こ取下書が提出された旨等報告します。

（決裁参考）

別紙3参照

起案日

署部
起

案

国税庁
第一部

東京国税局
審理課

起案者

連絡先

大分類

遠山

内

共通（課税関係）

修広

受付日

ロ 限日
裁決裁日

施行処理期限日

施行日

施行先

施

分
類I中分類
名

称1名称（小分類）

文書回答関係書類

＇】文書回答事案

，＿施行者

打ほ函玉の注意

秘密区分

取戸四聾！終了日
扱指定事由

ぢ

格機密性格付け

麟
2
 

10年

闘帽屑畠眉誓「部【晶理官

嘉渠国駿學濯欝饗云門国農羹饗官））

決1墨茫闘濯馨門iii贔璽評）
裁

i 
【済】

【済】

関碍通達等：平成14年6月28日付課審1-14ほか8課共同「事前照会に対する文書回答の事務処理
手紐等について（事務運営指針）」

備
考
欄

1 / 2 

f¥ 



別紙3

上忠怠澁し'’’’’’’’’’’'？門誓喜9ら胃門虐益ら'’’’’’’’’l盆畠窟』R嬰9E竺念翠戸照会者から取下書が提出されたものです。

伺
い
文
（

別

紙

）
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（様式1-1)

□申告所得税（譲渡除く）
□源泉所得税
□資産税（譲渡・相続・贈与）
■法人税
□消費税等 □その他

整理番号 IB2023-007 

文書回答等を行う事前照会の事績整理票
項目コード | HJ3500 | 
（起案日ー

課 名 課長 審理官 1課長補佐倍括主査I専門官・主査 I係長 1係員

決
決裁B(

裁
審理課

ヽ

欄；戸雌"' . . 

課

局名 1東京局審理課遠山修広 関

担当者 内4・・に：
照納税者

雪；【照会事項】
自己が発行した暗号資産の期末評価等について

【照会要旨】

（照会者名）

（役職等）

担
当
者

照会年月日

審査開始日

（以下「照会者」という。）は、

法人であり、

トークンを発行している。

ところで、暗号資産の評価方法等については、令和5年度税制改正の大綱において、次のとおり記

載されている。

暗号資産の評価方法等について、次の見直しを行う。

① 法人が事業年度末において有する暗号資産のうち時価評価により評価損益を計上するものの範囲か

ら、次の要件に該当する暗号資産を除外する。

イ自己が発行した暗号資産でその発行の時から継続して保有しているものであること。

ロその暗号資産の発行の時から継続して次のいずれかにより譲渡制限が行われているものであること。

（イ）他の者に移転することができないようにする技術的措置がとられていること。

(P)一定の要件を滴たす信託の信託財産としていること。

•そこで、照会釦'’’’’’’’'に保有する一の期末評価等について、次のよう
に解してよいか。

1 上記①は、同イ又は口のいずれかの要件を満たすことで適用される。

2 -fま、十分な流動性のある暗号資産に該当しないことから、期末評価を行う必要

はなく、評価額を期末簿価に表現する必要もない。

3 今後、上記2の「十分な流動性のある暗号資産」についての具体的な判断指針が公表される。

4 上記①口（イ）の要件|ま‘--がシステム上市場から隔離されていることで満たす。

【回答要旨等】

照会者に対し、法令の改正過程にある内容については文書回答の対象とならない旨説明したところ、

照会者より、本照会を取り下げたい旨の返答があり、·|~に取下書が提出されたため、
本照会の審理を終了する。

処理年月日 処理態様 I文書回答・匪図厘匝晉（口頭回答＝有・目 1局WANI 要・匝l

-1 -



別紙3付表

() 

ド合 計
： 

②照会年月日
..●―  

③ 照会から 3か月経過する日

④ 除算期間（①）

⑤ 回答予定日（③＋④）
．． 

⑥ 文書回答の可能性等の連
絡年月日

⑦ 文連絡書回年答の可能性等の変
更 年月日

•(_,I I⑧・回答年月日

⑨処理期間（⑧一④）

⑩ 3か百を超える場合の回
答見込連絡年月日

【備考】

乙．．．．．”••疇．．．．．．．．．．．．マ

補足資料等の要求内容

備・考

（注） 、・・．

1 ③の年月日欄は、暦に従って照会年

二悶。の3ヶ月後の応答日の前日を記入

.. .. ,..... 
2 ⑤の年月日欄は、③の年月日から④
の日数が経過した日を記入する。



別紙1

① ※整理番号

神田税務署経由

東京国税局

心灰ベー
6 :'S., 
引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会

事前 ② 

照会 住所・所在地

者 （納税地）

審理課長（審理官）殿

酒税課長

③ （フリガナ） 電話番号

氏名・名称

Illー

（＇④法人番号

（ 

疇代又は法人の代表者等 住所・居所． 
（フリガナ）

氏•名一一役職代表取締役

駅理人 住所・居所

（フリガナ） 電話番号

氏名

⑦同意事項等

次の取引等に係る国税に関する法令の解釈・適用その他税務上の取扱い等について、次の「事前照会の趣旨」のとおり・

の見解で差し支えないかどうか文書による回答を受けたいので照会します。

なお、この事前照会に関して、添付した資料のほかに、審査のために必要な資料や、日本語以外の言語で記述されてい

る資料について日本語翻訳文の提出を求められた場合には、その提出に応じます。

また、事前照会者は、他の納税者に対しても税法の適用等について予測可能性を与えるため、照会内容及び回答内容が

一般に公表されること、公表に関して取引等の関係者の了解を得ること、並びに仮に関係者間で紛争が起こった場合に

は事前照会者の責任において処理することに同意します。

⑧淳前照会の趣旨（法令解釈・適用 別紙1-1のとおり

上の疑義の要約及び事前照会者の求

める見解の内容）



⑨事前照会に係る取引等の事実関係 別添参考資料（商品等紹介資料）のとおり

（取引等関係者の名称、取引等にお

ける権利・義務関係等）

⑩通）の事実関係に対して事前照会者 別紙1-1に記載した、令和5年度税制改正大綱のとおり

の求める見解となることの理由

⑪取引等に係る国税の申告期限等

⑫関係する法令条項等

法人税法61②、所得税法225の3及び4、同法225①10及び12

(‘⑬添付書類 1代理人による事前照会の場合は、その委任状

2チェックシート（別紙1-4)

3照会の趣旨及びその理由等の照会事項に関係する参考資料

(.• 



'ヽ

｀ ） 



（
 

(, 



（ ヽ
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別紙1-4

チェックシート

（取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会用）

このチェックシートは、「取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会」を提出するに当たって、

事前照会の内容等が文書による回答の対象であるかどうかを確認していただくための「一般的な事項」

をまとめたものです。

確認が終わりましたら、照会文書と併せて提出してください。

項 目 チェック欄

(1) 事前照会者が行う取引等に係る照会である。 ばサ・いいえ

(2) 国税（関税、とん税及び特別とん税を除く。以下同じ。）に関する法令（法令の

改正過程にあるものを除く。）の解釈・適用その他税務上の取扱いに関する照会 ⑮•いいえ
である。

(3) 申告期限前（源泉徴収等の場合は納期限前）の照会である。 両・いいえ

(4) 実際に行われた取引等又は将来行う予定の取引等で個別具体的な資料の提出が
晒•いいえ

可能なものに係る照会である。

(5) 照会の前提とする事実関係について選択肢があるものではない。 はしY・いいえ
(6) 事前照会の申出の際に、審査に必要な資料を提出している。 壬9・いいえ
(7) 照会内容の審査に必要な追加的な資料や翻訳文の提出に同意する。 くまい）いいえ

(8) 照会内容及び回答内容が公表されることに同意する。 cr.fii')・いいえ

(91 照会内容及び回答内容が公表されることについて、取引等の関係者の了解を得

ること、及び仮に取引等の関係者間で紛争が起こった場合には、事前照会者の責 ⑥•いいえ
任において処理することに同意する。

(I0調査等の手続、徴収手続、酒類等の製造免許若しくは酒類の販売業免許又は酒
匂・いいえ

類行政に関係する照会ではない。

皿取引等に係る税務上の取扱い等が、法令、法令解釈通達あるいは過去に公表さ ⑯•いいえ
れた質疑事例等において明らかになっていない。

⑫ 個々の財産の評価や取引等価額の算定に関する照会ではない。 但ま~Y• いいえ

(13) 事前照会に係る取引等は、法令等に抵触しない又は抵触のおそれがないもので
歪•いいえ

ある。

(14)事前照会に係る取引等について、関係者間等で紛争中ではない又は紛争のおそ
廼；ぃいえ

れがない。

(15) 一連の組み合わされた取引等の一部のみの照会ではない。 l<iまり・いいえ

（注）このチェックシートの全ての項目に該当する場合であっても、審査の結果、文書による回答がで

きない場合もあります（詳細につきましては、税務署等の窓口でご相談ください。）。



務代理権

氏名又は名称

神田税務署長殿 1税理士 事務所の名称
竜話・■)・ー・

又 は 及び所在地

連絡先（ ］ 税理士法人
篭話（ ） 

所属税理士会等I
号
Ill等第 税理士会 支部

登録番 号

を代理人と定め、下記の事項について、税理士法第 2条第 1項第 1号に規定する税務

冒已•セ．．昇··は·面d.iと面言正可叩石Eiiー・言i万五面ぷり●●●面蕊譴穿:.”·こ璽
（ 関するといいます。）についても税務代理を委任します（過年分の税務代理権限証書において上記の代理Ili2I 
＼ 税務代理人に委任している事項を除きます。）． ［委任する場合は口にレ印を記載してください。］

調査の通知に 上記の代理人に税務代理を委任した事項（過年分の税務代理権限証書において委任した事項を含
みます。以下同じ。）に関して調査が行われる場合には、私（当法人）への調査の通知は、当該代理Ili2I 

関する同意人に対して行われることに同意します． 【同意する場合は口にレ印を記載してください。】

代理人が複数
ある場合にぉ 上記の代理人に税務代理を委任した事項に関しては、上記の代理人をその代表する代理人として1ロ
ける代表する定めます。 【代表する代理人として定める場合は口にレ印を記載してください。】
代理人の定め

氏名又は名称

依頼者に；；云云

の所在地
篭話（ ）

 
1 税務代理の対象に関する事項

税目
（該当する税目にレ印を記載してください．）

所得税（復興特別所得税を含む） I □ 
※申告に係る’もの

（日：u人塁全悶:]|liZI 
消費税及びIロ
地方消費税（譲渡割）

::税m1JI：：税門I: 
税I□ 

言

年分等

年分

自
一
自

年
一
年

月 日 至

月日至
（法定納期限到来分）

年
＿
年

月
一
月

日
一
日

2 その他の事項

取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会に関して委任する

※事務処理欄［；可 F 1他部門等回付 I （
 

）部門］



決裁・供覧

文書回答事案事績整理票(82023-020)

: 
文書番号

件名のことについて、決裁文書案に添付した文書回答事案事績整理票のとおり、その検討内容に

伺つき要旨を照会者に口頭回答してよろしいか伺います。
ぃ

文（決裁参考）

別紙3参照

起案日

署部
起

案

国税庁
第一部

東京国税局
審理課

起案者

連絡先

大分類

遠山

内線

共通（課税関係）

修広

受付日可日
裁決裁日

施行処理期限日

施行日

施行先

施

分
類I中分類
名
称届面了示分類）

文書回答関係書類

，＿施行者

【一文書回答事案 I打h玉玉の注意
【電子】

秘密区分

取戸四血！終了日

『旨定事由

格機密性格付け

麟
2
 

10年

翻嗜竺濯罰訊審間

闘嗜屑畠眉誓「部【』！理官

決奥鼻国麟層覧眉云hF匹【後閲】
｀鴨厚濯情璽計右渭翡官））

覧東京国税局課税第一部審理課
欄玉井敏和（主査（国税実査官））

【済］

【済】

関係通達等：平成14年 6月28日付課審 1-14ほか8課共同「事前照会に対する文書回答の事務処理
手続等について（事務運営指針）」

備
考
欄

1 / 2 



別紙3

上含怠澁し、'’’’’’’’’'卜：？門誓喜雰ら胃門虐晶ら．＇’’’’’’'含合哀て「円惜空ほ厚王馨雰
者に口頭回答するものです。

伺
い
文
（

別

紙

）

2 / 2 



（様式1-1)

□申告所得税（譲渡除く）
□源泉所得税
□資産税（譲渡・相続・贈与）
■法人税
□消費税等 □その他

決 I決裁H(
裁

＾ ＾ 
ロ l決哉月（
議
ヽ

文書回答等を行う事前照会の事績整理票

課名

項目コード | HJ3500 

（起案日

課 長I審理官 1諜長補佐・稔括主査1厚「1官・主査 1係長I係員

.)  

審理課

整理番号 IB2023-020 
欄 l決裁B(

局名 I東京局審理課

・）

課

．） 

課

関

内4・・ 1: 担当者

_」-
照納税者

雪：【照会事項】
自己が発行した暗号資産の期末評価について

遠山修広

（代理人）

（照会者名）

担

当

者

照会年月日

審査開始日

【照会要旨】

ーのとき、照会者の--------＇（以下

1111という。） 0夕9-の課税上の取扱いについて、次のように解してよいか。
は、活発な市場が存在する暗号資産に該当しないため、一＇こ~
の時価評価損益を計上する必要はない。

2 一該当することから、
しヽ。

は、特定自己発行暗号資産に

の時価評価損益を計上する場合、照会者は、●

の最終の売買価格に基づき時価評価損益を計上する。

こおけ

-1 -



【回答要旨等】

1 回答要旨

一(1 の時価評価損益の計上に当たっては‘---こおい

が市場暗号資産に該当するかの判定を要するところ、本照会時点でl

ま到来しておらず、また、その判定には事実の認定を要することから、

の時価評価損益の計上の要否を判断することはできない。

ーは、特定自己発行暗号資産に該当するものとみなされず、照会者の

においし___が市場暗号資産に該当する場合には、時価評価損益

＼ を益金の額又は損金の額に算入することとなる。

(3)-の時価評価金額の計算に当たっては、

最終の売買価格r -乃数量を乗じて計算する。

2 文書回答の可否

本照会は、将来一におiナる一の市場暗号資産該当性の

判定を要するものであり、また、その判定には事実の認定を要することから、平成 14年6月 28日

付課審1-14ほか8課共同「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」 （事務運営指

針）の1に定める文書回答を行う対象となる事前照会の要件(9)イ（実地確認や取引等関係者等への

照会等による事実関係の認定を必要とするものでないこと）を満たしておらず、文書回答の対象と

なる事前照会には該当しない。

したがって、照会者に対して「文書回答の対象となる事前照会に当たらない旨のお知らせ」を通

知する。なお、以下の検討内容に基づき、照会者に対して口頭説明を行うこととする。

処理年月日 1--1処理態様 1文書回答・匪百蚕匝国（日頭回答＝圃・無） I局WANI 要・固

-2 -



【検討内容】
（ 

1 事実関係

(1) 

ロ

いう海外のDEX（分散型取引所）に上場しており、

として売買することができる。

ことができる。

I投資家に付与

己

④I 保有 I本件各取引所の流動性プール（※）に投入

-3 -

（以下「本件各取引所」という。）と

又t]-を対価

して利用する



2 関係法令等

別紙のとおり。

3 当てはめ

11) 法令等

イ 暗号資産の時価評価損益の計上（令和5年度税制改正前）

'内国法人が事業年度終了の時において有する次の1イ）にいう市場暗号資産については、次のIn)に

いう疇法により評価した金額をもって、その時における評価額とし（改正前法法61②)、その

市場暗号資産を自己の計算において有する場合には、時価評価損益を益金の額又は損金の額に算

入するとされている（改正前法法61③)。

1イ） 市場暗号資産

市場暗号資産とは、内国法人が有する暗号資産のうち次に掲げる要件の全てに該当するもの

とされている（改正前法令118の7)。

A 継続的に売買の価格（交換比率を含む。以下「売買価格等」という。）の公表がされ、か

つ、その公表がされる売買価格等がその暗号資産の売買の価格又は交換の比率の決定に重要

な影響を与えているものであること。

B 継続的に上記Aの売買価格等の公表がされるために十分な数量及び頻度で取引が行われて

いること。

c 次のいずれかに該当すること。

IA) 上記Aの売買価格等の公表が当該内国法人以外の者によりされていること。

IB) 上記Bの取引が主として当該内国法人により自己の計算において行われた取引でないこ

と。

I0) 時価法

時価法とは、事業年度終了の時において有する市場暗号資産をその種類又は銘柄（以下「種

類等」という。）の異なるごとに区別し、その種類等の同じものについて、その時における価

額として一定の次のいずれかの金額にその市場暗号資産の数董を乗じて計算をした金額をもっ

て当該市場暗号資産のその時における評価額とする方法とされている（改正前法法 61②、改

正前法令118の8①)。

A 価格等公表者によって公表された当該事業年度終了の日における市場暗号資産の最終の売

買の価格（公表された同日における最終の売買の価格がない場合には、同日前の最終の売買

の価格が公表された日で当該事業年度終了の日に最も近い日におけるその最終の売買の価

格）

B 価格等公表者によって公表された当該事業年度終了の日における市場暗号資産の最終の交

換比率（他の暗号資産との交換の比率をいい、公表された同日における最終の交換比率がな

い場合には、同日前の最終の交換比率が公表された日で当該事業年度終了の日に最も近い日

におけるその最終の交換比率とする。）に、その交換比率により交換される他の市場暗号資

産に係る上記Aに掲げる価格を乗じて計算した金額

ロ 令和5年度税制改正

令和5年度税制改正により法人税法第61条《短期売買商品等の譲渡損益及び時価評価損益》の

規定が改正され、特定自己発行暗号資産が新たに定義され、特定自己発行暗号資産とは、当該

特定自己発行暗号資産を有する内国法人が発行し、かつ、その発行の時から継続して有する
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暗号資産であってその時から継続して次の（｛｝又はIP)のいずれかに該当するものとされた（改

正後法法61②、改正後法令118の7②、改正後法規26の10)。

Iイ） 当該暗号資産につき、他の者に移転することができないようにする技術的措置であって、次

のいずれにも該当する措置が取られていること。

A その移転することができない期間が定められていること。

B その技術的措置が、その暗号資産を発行した内国法人の役員及び使用人等のみによっ

て解除をすることができないものであること。

IP) 当該暗号資産が一定の信託の信託財産とされていること。

そして、事業年度終了の時において有する特定自己発行暗号資産については、市場暗号資産で

あっても時価評価損益の計上が不要であるとされた。

また、この改正後の規定は、令和5年4月1日以後に開始する事業年度の所得に対する法人

税について適用されるが（令5改正法附則12①)、法人が同日の属する事業年度終了の時にお

いてその法人が発行した暗号資産を有する場合に、その暗号資産の全てが上記1イ）又は[P)に該当

するときは、当該事業年度以前の各事業年度については、その暗号資産と同一の種類の暗号資

産は特定自己発行暗号資産に該当するものとみなして、令和5年度税制改正後の法人税法（以

下「新法人税法」という。）第61条の規定の適用をすることができるとされた（同②）。

(2) 検討

ィ について時価評価損益の計上を要するか

時価評価損益の計上に当たっては、照会者が において保有する・！

上ゞ記(1)イ1イ）にいう市場暗号資産に該当するかの判定を要するところ、本照会時点

では一は到来していないことから、時価評価損益の計上の要否を判断

することはできず、また、次のことからすれば、その判定には事実の認定を要するため、

一ゞ市場暗号資産に該当するかの判定をすることはできない。

すなわち、市場暗号資産の判定に当たっては、継続的に売買価格等の公表がされ、かつ、そ

の公表がされる売買価格等がその暗号資産の売買の価格又は交換の比率の決定に重要な影響を

与えているものであることが要件の一つとされているところ、この要件に該当するかどうかを

判定するための取扱いは明らかにされていない。

この点、立法担当者の説明によれば、上記の「その公表がされる売買価格等がその暗号資産

の売買の価格又は交換の比率の決定に重要な影響を与えているものであること」の判定に当

たっては、売買目的有価証券の時価評価金額に係る通達である法人税法基本通達（以下「法基

通」という。） 2-3-29《市場有価証券の区分及び時価評価金額》と同様の解釈でいければ

と考えていると説明されている（『租税研究 2019,7』28頁）。

そこで、法基通2-3-29(2)をみると、 「『その公表する価格がその有価証券の売買の価

格の決定に重要な影響を与えている場合』とは、基本的には、ブローカー（中略）の公表する

価格又は取引システムその他の市場において成立した価格がその時における価額を表すものと

して一般的に認められている状態にあることをいう」とされていることからすれば、市場暗号

資産の判定に当たっても、これと同様に解釈すべきであると考えられるが、本件各取引所にお

いて公開されてい，ーー1)取引の価格が、この状態にあるかどうかは事実の認定を要

するものであると考えられる。

したがって、一について時価評価損益の計上を要するかについては、事

前照会で判断することができない。
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,{特定自己発行暗号資産とみなされるものに該当するか

が市場暗号資産に該当するかの判定はできないが、仮に照会

におい（一が市場暗号資産に該当する場合であっても、

上ゞ記(1)口1イ1又は1nlに該当するときには、一は特定自己

発行暗号資産に該当するものとみなして、新法人税法第 61条の規定の適用をすることができ

るとされ、 について時価評価損益を益金の額又は損金の額に算入しない

ことができるとされている（令5改正法附則 12②)。

この点、照会者は、

ため（上記1(2)へ）、 は、その移転することができない期間が定めら

れていることに該当する措置が取られていない。

また、 （上記1(2)ヌIo))。

以上のことからすれば、一は、上記（1）口1{l又はIn)のいずれにも該当しな

いことから、特定自己発行暗号資産に該当するものとみなされず、照会者の

において一祁市場暗号資産に該当する場合には、時価評価損益を益金の額

又は損金の額に算入することとなる。

l、---(J)時価評価金額

を時価評価損益を計上する場合の時価評価金額は、時価法により評価

した金額であるとされ、当該金額は、事業年度終了の時における価額として、価格等公表者に

よって公表された当該事業年度終了の日における最終の売買の価格等にその市場暗号資産の数

嶽を乗じて計算をした金額であるとされている。

したがって、時価評価金額の計算に当たっては、 の

最終の売買価格に一り数櫨を乗じて計算することとなる。

以上
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0法人税法（令和5年度税制改正前）

第六十一条省略

関係法令等

別紙

2 内国法人が事業年度終了の時において有する短期売買商品等（暗号資産にあっては、活発な市場・

が存在する暗号資産として政令で定めるものに限る。以下第四項までにおいて同じ。）については、

時価法（事業年度終了の時において有する短期売買商品等をその種類又は銘柄（以下この項におい

て「種類等」という。）の異なるごとに区別し、その種類等の同じものについて、その時における

価額として政令で定めるところにより計算した金額をもつて当該短期売買商品等のその時における

評価額とする方法をいう。）により評価した金額（次項において「時価評価金額」という。）をも

つて、その時における評価額とする。

3 内国法人が事業年度終了の時において短期売買商品等を有する場合（暗号資産にあっては、自己

の計算において有する場合に限る。）には、当該短期売買商品等に係る評価益（当該短期売買商品

等の時価評価金額が当該短期売買商品等のその時における帳簿価額（以下この項において「期末帳

簿価額」という。）を超える場合におけるその超える部分の金額をいう。次項において同じ。）又

は評価損（当該短期売買商品等の期末帳簿価額が当該短期売買商品等の時価評価金額を超える場合

におけるその超える部分の金額をいう。次項において同じ。）は、第二十五条第一項（資産の評価

益の益金不算入等）又は第三十三条第一項（資産の評価損の損金不算入等）の規定にかかわらず、

当該事業年度の所得の金額の計算上、益金の額又は損金の額に算入する。

4~1 1 省略

0法人税法（令和5年度税制改正後）

第六十一条省略

2 内国法人が事業年度終了の時において有する短期売買商品等（暗号資産にあっては、市場暗号資

産（活発な市場が存在する暗号資産として政令で定めるものをいう。第六項において同じ。）に限

るものとし、特定自己発行暗号資産（当該内国法人が発行し、かつ、その発行の時から継続して有

する暗号資産であってその時から継続して譲渡についての制限その他の条件が付されているものと

して政令で定めるものをいう。同項及び第七項において同じ。）を除く。以下第四項までにおいて

同じ。）については、時価法（事業年度終了の時において有する短期売買商品等をその種類又は銘

柄（以下この項において「種類等」という。）の異なるごとに区別し、その種類等の同じものにつ

いて、その時における価額として政令で定めるところにより計算した金額をもつて当該短期売買商

品等のその時における評価額とする方法をいう。）により評価した金額（次項において「時価評価

金額」という。）をもつて、その時における評価額とする。

3 内国法人が事業年度終了の時において短期売買商品等を有する場合（暗号資産にあっては、自己

の計算において有する場合に限る。）には、当該短期売買商品等に係る評価益（当該短期売買商品

等の時価評価金額が当該短期売買商品等のその時における帳簿価額（以下この項において「期末帳

簿価額」という。）を超える場合におけるその超える部分の金額をいう。次項において同じ。）又

は評価損（当該短期売買商品等の期末帳簿価額が当該短期売買商品等の時価評価金額を超える場合

におけるその超える部分の金額をいう。次項において同じ。）は、第二十五条第一項（資産の評価

益）又は第三十三条第一項（資産の評価損）の規定にかかわらず、当該事業年度の所得の金額の計
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算上、益金の額又は損金の額に算入する。

4~1 1 省略

附 則〔令和五年三月三一日法律第三号抄〕

（施行期日）

第一条 この法律は；令和五年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。

ー～十三省略

（短期売買商品等の譲渡損益及び時価評価損益に関する経過措置）

第十二条 第二条の規定による改正後の法人税法（以下「新法人税法」という。）第六十一条の規定

は、法人（人格のない社団等を含む。以下この条及び附則第十五条において同じ。）の施行日以後

に開始する事業年度の所得に対する法人税について適用し、法人の施行日前に開始した事業年度の

所得に対する法人税については、次項及び第四項から第六項までに規定する場合を除き、なお従前

の例による。

2 法人が改正事業年度（施行日の属する事業年度をいう。以下この項及び次項において同じ。）終

了の時において当該法人が発行した法人税法第六十一条第一項に規定する暗号資産（施行日に開始

する改正事業年度にあっては、新法人税法第六十一条第二項に規定する特定自己発行暗号資産（以

下この条において「特定自己発行暗号資産」という。）に該当しない暗号資産（法人税法第六十一

条第一項に規定する暗号資産をいう。以下この条において同じ。）に限る。）を有する場合におい

て、当該暗号資産（他の者から取得したものを除く。）の全てがその時において譲渡についての制

限その他の条件が付されているものとして政令で定めるものに該当するときは、当該改正事業年度

以前の各事業年度については、当該暗号資産と同一の種類の暗号資産（他の者から取得したものを

除く。）は特定自己発行暗号資産に該当するものとみなして、新法人税法第六十一条の規定を適用

することができる。

3 前項の規定により特定自己発行暗号資産に該当するものとみなされた暗号資産についての改正事

業年度後の各事業年度における新法人税法第六十一条の規定の適用については、当該暗号資産（同

項の法人が発行し、かつ、改正事業年度終了の時から継続して有する暗号資産であってその時から

継続して同項に規定する政令で定めるものに該当するものに限る。）は、特定自己発行暗号資産に

該当するものとみなす。

4~7 省略

0法人税法施行令（令和5年度税制改正前）

（時価評価をする暗号資産の範囲）

第百十八条の七 法第六十一条第二項（短期売買商品等の譲渡損益及び時価評価損益）に規定する政

令で定めるものは、内国法人が有する暗号資産のうち次に掲げる要件の全てに該当するものとする。

一 継続的に売買の価格（他の暗号資産との交換の比率（次条第一項第四号において「交換比

率」という。）を含む。以下この条及び同項第三号において「売買価格等」という。）の公表

がされ、かつ、その公表がされる売買価格等がその暗号資産の売買の価格又は交換の比率の決

定に重要な影響を与えているものであること。
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二 継続的に前号の売買価格等の公表がされるために十分な数量及び頻度で取引が行われている

こと。

三 次に掲げる要件のいずれかに該当すること。

イ 第一号の売買価格等の公表が当該内国法人以外の者によりされていること。

ロ 前号の取引が主として当該内国法人により自己の計算において行われた取引でないこと。

（短期売買商品等の時価評価金額）

第百十八条の八 法第六十一条第二項（短期売買商品等の譲渡損益及び時価評価損益）に規定する政

令で定めるところにより計算した金額は、内国法人が事業年度終了の時において有する短期売買商

品等（暗号資産にあっては、市場暗号資産（同項に規定する政令で定めるものに該当する暗号資産

をいう。以下この項において同じ。）に限る。以下この項及び次条において同じ。）をその種類又

は銘柄（以下この項において「種類等」という。）の異なるごとに区別し、その種類等を同じくす

る短期売買商品等ごとに、公表最終価格等（市場暗号資産以外の短期売買商品等にあっては第一号

又は第二号に掲げるいずれかの金額をいい、市場暗号資産にあっては第三号又は第四号に掲げるい

ずれかの金額をいう。）にその短期売買商品等の数量を乗じて計算した金額とする。

価格公表者（商品（商品先物取引法（昭和二十五年法律第二百三十九号）第二条第一項（定

義）に規定する商品をいう。以下この号及び次号において同じ。）の売買の価格又は気配相場

の価格を継続的に公表し、かつ、その公表する価格がその商品の売買の価格の決定に重要な影

響を与えている場合におけるその公表をする者をいう。同号において同じ。）によって公表さ

れた当該事業年度終了の日における短期売買商品等の最終の売買の価格（公表された同日にお

ける最終の売買の価格がない場合には公表された同日における最終の気配相場の価格とし、そ

の最終の売買の価格及びその最終の気配相場の価格のいずれもない場合にはその短期売買商品

等の同日における売買の価格に相当する金額として同日前の最終の売買の価格又は最終の気配

相場の価格が公表された日で当該事業年度終了の日に最も近い日におけるその最終の売買の価

格又はその最終の気配相場の価格を基礎とした合理的な方法により計算した金額とする。同号

において「最終価格」という。）

二 価格公表者によってその価格を公表される短期売買商品等又はこれに類似する商品の最終価

格にこれらの品質、所在地その他の価格に影響を及ぼす条件の差異により生じた価格差につき

必要な調整を加えて得た金額

三 価格等公表者（市場暗号資産の売買価格等を継続的に公表し、かつ、その公表する売買価格

等がその市場暗号資産の売買の価格又は交換の比率の決定に重要な影響を与えている場合にお

けるその公表をする者（その公表をする売買価格等に係る前条第二号の取引が主として当該内

国法人が自己の計算において行った取引である場合には、当該内国法人を除く。）をいう。次

号において同じ。）によって公表された当該事業年度終了の日における当該市場暗号資産の最

終の売買の価格（公表された同日における最終の売買の価格がない場合には、同日前の最終の

売買の価格が公表された日で当該事業年度終了の日に最も近い日におけるその最終の売買の価

格）

四 価格等公表者によって公表された当該事業年度終了の日における市場暗号資産の最終の交換

比率（公表された同日における最終の交換比率がない場合には、同日前の最終の交換比率が公

表された日で当該事業年度終了の日に最も近い日におけるその最終の交換比率）に、その交換

比率により交換される他の市場暗号資産に係る前号に掲げる価格を乗じて計算した金額
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2 省略

0法人税法施行令（令和5年度税制改正後）

（時価評価をする暗号資産の範囲）

第百十八条の七 法第六十一条第二項（短期売買商品等の譲渡損益及び時価評価損益）』に規定する活

発な市場が存在する暗号資産として政令で定めるものは、内国法人が有する暗号資産のうち次に掲

げる要件の全てに該当するものとする。

一 継続的に売買の価格（他の暗号資産との交換の比率（次条第一項第四号において「交換比率」

という。）を含む。以下この項及び同条第一項第三号において「売買価格等」という。）の公表

がされ、かつ、その公表がされる売買価格等がその暗号資産の売買の価格又は交換の比率の決定

に重要な影響を与えているものであること。

二 継続的に前号の売買価格等の公表がされるために十分な数量及び頻度で取引が行われているこ

と。

三 次に掲げる要件のいずれかに該当すること。

イ 第一号の売買価格等の公表が当該内国法人以外の者によりされていること。

ロ 前号の取引が主として当該内国法人により自己の計算において行われた取引でないこと。

2 法第六十一条第二項に規定する発行の時から継続して譲渡についての制限その他の条件が付され

ているものとして政令で定めるものは、その発行の時から継続して次に掲げる要件のいずれかに該

当する暗号資産とする。

ー 当該暗号資産につき、他の者に移転することができないようにする技術的措置として財務省令

で定める措置がとられていること。

二 当該暗号資産が信託で次に掲げる要件の全てに該当するもの（法第十二条第一項（信託財産に

属する資産及び負債並びに信託財産に帰せられる収益及び費用の帰属）の規定により同項に規定

する受益者（同条第二項の規定により同条第一項に規定する受益者とみなされる者を含む。以下

この号において「受益者等」という。）がその信託財産に属する資産及び負債を有するものとみ

なされる信託に限る。）の信託財産とされていること。

イ 当該信託の受託者が信託会社（金融機関の信託業務の兼営等に関する法律により同法第一条

第一項（兼営の認可）に規定する信託業務を営む同項に規定する金融機関を含む。）のみであ

り、かつ、当該信託の受益者等が当該内国法人のみであること。

ロ 当該信託に係る信託契約において、当該信託の受託者がその信託財産に属する資産及び負債

を受託者等（当該信託の受託者及び受益者等をいう。）以外の者に譲渡しない旨が定められて

いること。

ハ 当該信託に係る信託契約において、当該内国法人によって、当該信託の受益権の譲渡及び当

該信託の受益者等の変更をすることができない旨が定められていること。

3 省略

（短期売買商品等の時価評価金額）

第百十八条の八 法第六十一条第二項（短期売買商品等の譲渡損益及び時価評価損益）に規定する政

令で定めるところにより計算した金額は、内国法人が事業年度終了の時において有する短期売買商

品等（暗号資産にあっては、同項に規定する市場暗号資産（同項に規定する特定自己発行暗号資産
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を除く。以下この項において「時価評価暗号資産」という。）に限る。以下この項及び次条におい

て同じ。）をその種類又は銘柄（以下この項において「種類等」という。）の異なるごとに区別し、

その種類等を同じくする短期売買商品等ごとに、公表最終価格等（時価評価暗号資産以外の短期売

買商品等にあっては第一号又は第二号に掲げるいずれかの金額をいい、時価評価暗号資産にあって

は第三号又は第四号に掲げるいずれかの金額をいう。）にその短期売買商品等の数量を乗じて計算

した金額とする。

ー・ニ省略

三 価格等公表者（時価評価暗号資産の売買価格等を継続的に公表し、かつ、その公表する売買価

格等がその時価評価暗号資産の売買の価格又は交換の比率の決定に重要な影響を与えている場合

におけるその公表をする者（その公表をする売買価格等に係る前条第一項第二号の取引が主とし

て当該内国法人が自己の計算において行った取引である場合には、当該内国法人を除く。）をい

う。次号において同じ。）によって公表された当該事業年度終了の日における当該時価評価暗号

資産の最終の売買の価格（公表された同日における最終の売買の価格がない場合には、同日前の

最終の売買の価格が公表された日で当該事業年度終了の日に最も近い日におけるその最終の売買

の価格）

四 価格等公表者によって公表された当該事業年度終了の日における時価評価暗号資産の最終の交

換比率（公表された同日における最終の交換比率がない場合には、同日前の最終の交換比率が公

表された日で当該事業年度終了の日に最も近い日におけるその最終の交換比率）に、その交換比

率により交換される他の時価評価暗号資産に係る前号に掲げる価格を乗じて計算した金額

2 省略

附 則〔令和五年三月三一日政令第一三五号〕

（施行期日）

第一条 この政令は、令和五年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。

ー・ニ省略

（短期売買商品等の一単位当たりの帳簿価額及び時価評価金額に関する経過措置）

第四条 新令第百十八条の五の規定は、法人が施行日以後に取得をする法人税法第六十一条第一項に

規定する短期売買商品等について適用し、法人が施行日前に取得をした所得税法等の一部を改正す

る法律（令和五年法律第三号。以下「改正法」という。）第二条の規定による改正前の法人税法

（以下「旧法」という。）第六十一条第一項に規定する短期売買商品等については、なお従前の例

による。

2 法人が施行日前に取得をした暗号資産（旧法第六十一条第一項に規定する暗号資産をいう。以下

この項において同じ。）のうち、改正事業年度（改正法附則第十二条第二項に規定する改正事業年

度をいう。）以前の各事業年度について同項の規定により特定自己発行暗号資産（改正法第二条の

規定による改正後の法人税法第六十一条第二項に規定する特定自己発行暗号資産をいう。）に該当

するものとみなして同条の規定を適用する暗号資産については、前項の規定にかかわらず、新令第

百十八条の五の規定を適用することができる。

3 改正法附則第十二条第二項に規定する政令で定めるものは、法人が有する法人税法第六十一条第

一項に規定する暗号資産のうち、新令第百十八条の七第二項各号に掲げる要件のいずれかに該当す
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るものとする。

0法人税法施行規則（令和5年度税制改正後）

（時価評価をしない暗号資産の要件）

第二十六条の十 令第百十八条の七第二項第一号（時価評価をする暗号資産の範囲）に規定する財務・

省令で定める措置は、同号の暗号資産を他の者に移転することができないようにする技術的措置で

あって、次に掲げる要件のいずれにも該当するものとする。

ー その移転することができない期間が定められていること。

二 その技術的措置が、その暗号資産を発行した内国法人（その内国法人との間に完全支配関係が

ある他の者を含む。以下この号において「発行法人等」という。）の役員及び使用人（以下この

号において「役員等」という。）並びに次に掲げる者のみによって解除をすることができないも

のであること。

イ 発行法人等の役員等の親族

ロ 発行法人等の役員等と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者

ハ イ又は口に掲げる者以外の者で発行法人等の役員等から受ける金銭その他の資産によって生

計を維持しているもの

ニ ロ又はハに掲げる者と生計を一にするこれらの者の親族

0法人税基本通達

（市場有価証券の区分及び時価評価金額）

2-3ー29 売買目的有価証券に係る令第119条の13第1項第1号から第3号まで（（市場有価証券の時

価評価金額））に規定する有価証券の区分及び法第61条の 3第1項第1号（（売買目的有価証券の期末

評価額））に規定する時価評価金額（以下2-3-29において「時価評価金額」という。）の算定に

当たっては、それぞれ次のことに留意する。

(1) 省略

(2) 同項第3号に規定する「その公表する価格がその有価証券の売買の価格の決定に重要な影

響を与えている場合」とは、基本的には、ブローカー（銀行、証券会社等のように、金融資産の

売買の媒介、取次ぎ若しくは代理の受託をする業者又は自己が買手若しくは売手となって店頭で

金融資産の売買を成立させる業者をいう。以下この章において同じ。）の公表する価格又は取引

システムその他の市場において成立した価格がその時における価額を表すものとして一般的に認

められている状態にあることをいうのであるから、単に売買実例があることのみでは、当該重要

な影響を与えている場合に該当しない。

(3) 省略
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決裁・供覧

「文書回答の対象となる事前照会に当たらない旨のお知らせ（通知）」の

:1送付について (B2023-020) 
文書番号

伺
い
文

件名のことについて、別案のとおり通知してよろしいか伺います。

また、決裁終了後において、施行日及び記号番号を追記するとともに官印を押印します。

（決裁参考）

別紙3参照

起案日

署部
起

案

国税庁
第一部

東京国税局
審理課

課税

起案者

連絡先

大分類

遠山

内

共通（課税関係）

修広

受付日

決口巴堕叫因日
裁決裁日

施行処理期限日

施行日

施行先

施

分
類I中分類
名

称1名称（小分類）

文書回答関係書類
東京国税局課税第別紙5参照

1 -】文書回答事案
【電子】

秘密区分

取戸即匹！終了日
扱指定事由

ぢ

ー施行者
行ト一
取扱上の注意

格機密性格付け

攣
2
 

10年

翻嗜竺濯罰討）審間

喜酎嗜骨 (9眉誓「部【』理官

決奥鼻疇竺眉闘討局＇門課【後閲】

｀帽昇鴨喜請官引翡実査官）

覧東京国税局，課税第一部 審理課
欄鈴木 敏子（総括主査（国税実査官））

課税第一部審理課
（主査（国税実査官））

東京国税局
玉井敏和

【局】）

【済】

【済】

【済】

関唇通達等：平成14年6月28日付課審 1-14ほか 8課共同「事前照会に対する文書回答の事務処理
手転等について（事務運営指針）」

備
考
欄

1 / 4 



別紙3
【事案概要】
1 照会日：
2 照会者：
3 照会要旨：
自己が発行した暗号資産の期末評価について

本件は、照会者から照会のあった「取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会」 （自己が
発行した暗号資産の期末評価について）について、実質審査の結果、文書回答を行う対象となる事
前照会の要件(9)イ（実地確認や取引等関係者等への照会等による事実関係の認定を必要とするも
のでないこと）を満たしていないことから、 「文書回答の対象となる事前照会に当たらない旨のお
知らせ（通知）」を別案のとおり照会者に送付するものです。

伺
い
文

（

別

紙

）

2 I 4 



別紙5
• ~ 

施
行
先
（
別
紙
）

長課理審部劇
行
者
（
別
紙
）

’ー

取
扱
上
の
注
意
（
別
紙
）

取
扱
制
限
（
別
紙

3 I 4 



別紙7
【決裁終了後追記
決裁終了悠 9白晉~

・施行日

・記号番弓

1】
りとなります。

決

裁

終

了

後

追

＇

記

事

項

欄

（

別

紙

）

4 I 4 



東局課一審特第●号

東京国税局課税第一部

審理課長 飯田隆一

文書回答の対象となる事前照会に当たらない旨のお知らせ（通知）

事前照会に対する文書回答は、照会者に文書回答を行うとともに、その内容を公表することに

より、同様の取引等を行う他の納税者に対しても国税に関する法令の適用等について予測可能性

を与えるものとして、一定の要件に該当する事前照会を対象として行うこととしています。

しかしながら、・’’’’’’’’！こ収受しました照会内容は、下記の理由から、文書回答の

対象となる事前照会には当たりませんので、お知らせします。

記

（理由）

文書回答の対象となる事前照会は、事前照会の内容が「実地確認や取引等関係者等への照会

等による事実関係の認定を必要とするもの」ではないこと（以下（注）参照）を要件の一つとし

て実施しておりますが、御照会の取引については、この要件を満たしておりません。

したがって、御照会につきましては、文書回答の対象とならないことを御了承ください。

（注）平成14年6月28日付課審1-14ほか8課共同「事前照会に対する文書回答の事務処

理手続等について」（事務運営指針）の 1（文書回答を行う対象となる事前照会の範囲）

(9)イ参照。

なお、上記事務運営指針の詳細につきましては、国税庁のホームページにおいて掲載

し公開しています。

（アドレス： https://www.nta. go. jp/law/ jimu-unei/sonota/020628/01. htm) 



決裁・供覧

「取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会」の処理結果（通知）

:1の送付について (B2023-020)
文書番号

東局課一審 2-50

件名のことについて、別案のとおり神田税務署長宛に通知してよろしいか伺います。

また、決裁終了後において、施行日及び記号番号を追記します。伺

し‘

文1【事案概要】

別紙3参照

起案日

:1部署
国税庁
第一部

東京国税局
審理課

起案者

連絡先

大分類

遠山

内線
■-

共通（課税関係）

修広

受付日

可理期限日

裁竺塾旦
施行処理期限日

施行日

施行先

施

分
類I中分類
名

樹名称（小分類）

文書回答関係書類

東京国税局課税第一部審理課

!-1文書回答事案
【電子】

秘密区分

取□回聾！終了日
『旨定事由

層罰討＼審間

靡誓巧昂理官

決奥鼻鴨竺層塁喜討局,~課【済】

｀嗜昇引蘭喜請官用冒翡実査官）

覧東京国税局課税第一部審理課
欄鈴木 敏子（総括主査（国税実査官））

神田税務署長

,.-施行者
打ト一
取扱上の注意

格機密性格付け

四
2
 

10年

東京国税局
飯田隆一

東京国税局
谷田雄司

【局】）

【済】

【済】

東京国税局課税第一部審理課
玉井敏和（主査（国税実査官）） 【済】

関、通達等：平成14年6月28日付課審1-14ほか 8課共同「事前照会に対する文書回答の事務処理
晶等について（事務運営指針）」

備

考

欄

1 / 3 



別紙3
1 照会日：
2 照会者：
3 照会要旨で
自己が発行した暗号資産の期末評価について

（決裁参考）
本件は、照会者から照会のあった「取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会」 （自己が
発行した暗号資産の期末評価について）について、実質審査の結果、 「文書回答の対象となる事前
照会に当たらない旨のお知らせ（通知）」を別紙のとおり照会者に送付したことから、その旨を別
案のとおり神田税務署長へ通知するものです。
なお、決裁文書全文及び別添資料等を一括してまとめたもの（決裁全体）を「決裁文書案」欄の
一番上に添付しています。

〔送付書類の内訳〕
・別案（署宛通知）
・別紙（照会者宛通知（写し））
・別添（文書回答事績整理票（写し））

伺
い
文
（
別
紙
）
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別紙7
【決裁終了後追記
決裁終了＿絲津昔
・施行日
・記号番

決
裁
終
了
後
追
記
事
項
欄

（

別
紙
）
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課ー・審遠山

員
東局課一審2ー●

神田税務署長 殿

東京国税局課税第一部

審理課長（認印省略）

「取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会」の処理結果（通知）

こ収受した からの「取引等に係る税務上の取扱い等に関する

事前照会」については、照会者に対し別紙のとおり通知したので、その旨を通知する。

なお、本件照会の取引等に係る税務上の取扱いについての検討内容については、別添の「文書

回答等を行う事前照会の事績整理票（写）」を参照されたい。



-- --——- __—へ ~ ヽ ~一一~ ーダ—‘^- -- ~ - - ～ハ＿ ～一、ー、、、＿、一•

東局課一審特第 31号

東京国税局課税第一部

審理課長 飯田隆

文書回答の対象となる事前照会に当たらない旨のお知らせ（通知）

事前照会に対する文書回答は、照会者に文書回答を行うとともに、その内容を公表することに

より、同様の取引等を行う他の納税者に対しても国税に関する法令の適用等について予測可能性

を与えるものとして、一定の要件に該当する事前照会を対象として行うこととしています。

しかしながら、'’’’’’’’lこ収受しました照会内容は、下記の理由から、文書回答の
対象となる事前照会には当たりませんので、お知らせします。

記

（理由）

文書回答の対象となる事前照会は、事前照会の内容が「実地確認や取引等関係者等への照会

等による事実関係の認定を必要とするもの」ではないこと（以下（注）参照）を要件の一つとし

て実施しておりますが、御照会の取引については、この要件を満たしておりません。

したがって、御照会につきましては、文書回答の対象とならないことを御了承ください。

（注）平成14年6月28日付課審1-14ほか8課共同「事前照会に対する文書回答の事務処

理手続等について」（事務運営指針）の1（文書回答を行う対象となる事前照会の範囲）

(9)イ参照．

なお、上記事務運営指針の詳細につきましては、国税庁のホームページにおいて掲載

し公開しています。 ‘ 

（アドvス： https://www. nta, go. jp/law/ jimu-unei/sonota/020628/01. htm) 

別紙
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（様式1-1)

□申告所得税（譲渡除く）
□源泉所得税
□資産税（譲渡・相続・贈与）
■法人税
□消費税等 □その他

決

裁

（

合

識

）

整理番号 B2023-020 

文書回答等を行う事前照会の事績整理票

欄

決裁了

局名

担当者

東京局 審理課

遠山修広

照
会
者

納税者

団体等

その他

（照会者名）

（代理人）

内線-

【照会事項】

自己が発行した暗号資産の期末評価について

関
係
課

担
当
者

照会年月日

審査開始日

別添

HJ3500 ] 項目コード

【照会要旨】

の法人であり、

う。）を発行している。

照会者は、

しついて、次のよっ

、活発な市場が存在する暗号資産に該当しないため‘--こ’’’’

時価評価損益を計上する必要はない。

活発な市場があると
ー-●●-

該当することから、

は、特定自己発行暗号資産に

の時価評価損益を計上する必要はな

3
 

時価評価損益を計上する場合、照会者は、

の最終の売買価格に基づき時価評価損益を計上する。

こおけ
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【回答要旨等】

1 回答要旨

の時価評価損益の計上に当たっては‘----こおい

ヵ；：：：：::言□：：；：：：；ここ：、を：ご;:ì
のユ価評価損益の計上の要否を判断することはできない。

は、特定自己発行暗号資産に該当するものとみなされず、照会者

こおい’’~時価評価損益
を益金の額又は損金の額に算入することとなる。

(3)-の時価評価金額の計算に当たっては、

の最終の売買価格に__の数量を乗じそ行頁する。

2 文書回答の可否

本照会は、将来-におけ9'’’’’’’’’’’の市場暗号資産該当性の
判定を要するものであり、また、その判定には事実の認定を要することから、平成 14年6月 28日

付課審1-14ほか8課共同「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」 （事務運営指

針）の1に定める文書回答を行う対象となる事前照会の要件(9)イ（実地確認や取引等関係者等への

照会等による事実関係の認定を必要とするものでないこと）を満たしておらず、文書回答の対象と

なる事前照会には該当しない。

したがって、照会者に対して「文書回答の対象となる事前照会に当たらない旨のお知らせ」を通

知する。なお、以下の検討内容に基づき、照会者に対して口頭説明を行うこととする。

処理年月日-処理態様 1文書回答・匪図昼匝祠（日頭回答＝圃・無） I局WANI 要・固

7
 

c'~ 
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【検討内容】

1 事実関係

イ＿ （以下「本件各取引所」という。）と

う海外のDEX（分散型取引所）に上場しており、一又l1-を対価

として売買することができる。

口 として利用する

ことができる。

① I岱他I投資家に付与
の
・者

② I斎ヘ マーケティング費用の支払

③| 自
照会者のウォレットで保管

己 ） 

④ I 保有 I本件各取引所の流動性プール（※）に投入

-3 -



2 関係法令等

別紙のとおり。

3 当てはめ

(1) 法令等

イ 暗号資産の時価評価損益の計上（令和5年度税制改正前）

内国法人が事業年度終了の時において有する次の1イ1にいう市場暗号資産については、次のIo1に

いう時価法により評価した金額をもって、その時における評価額とし（改正前法法61②)、その

市場暗号資産を自己の計算において有する場合には、時価評価損益を益金の額又は損金の額に算

入するとされている（改正前法法61③)。

I{l 市場暗号資産

市場暗号資産とは、内国法人が有する暗号資産のうち次に掲げる要件の全てに該当するもの

とされている（改正前法令118の7)。

A 継続的に売買の価格（交換比率を含む。以下「売買価格等」という。）の公表がされ、か

つ、その公表がされる売買価格等がその暗号資産の売買の価格又は交換の比率の決定に重要

な影響を与えているものであること。

B 継続的に上記Aの売買価格等の公表がされるために十分な数量及び頻度で取引が行われて

いること。

c 次のいずれかに該当すること。
!Al 上記Aの売買価格等の公表が当該内国法人以外の者によりされていること。

{Bl 上記Bの取引が主として当該内国法人により自己の計算において行われた取引でないこ

と。

In1 時価法

時価法とは、事業年度終了の時において有する市場暗号資産をその種類又は銘柄（以下「種

類等」という。）の異なるごとに区別し、その種類等の同じものについて、その時における価

額として一定の次のいずれかの金額にその市場暗号資産の数量を乗じて計算をした金額をもっ

て当該市場暗号資産のその時における評価額とする方法とされている（改正前法法 61②、改

正前法令 118の8①)。

A 価格等公表者によって公表された当該事業年度終了の日における市場暗号資産の最終の売

買の価格（公表された同日における最終の売買の価格がない場合には、同日前の最終の売買

の価格が公表された日で当該事業年度終了の日に最も近い日におけるその最終の売買の価

格）

B 価格等公表者によって公表された当該事業年度終了の日における市場暗号資産の最終の交

換比率（他の暗号資産との交換の比率をいい、公表された同日における最終の交換比率がな

い場合には、同日前の最終の交換比率が公表された日で当該事業年度終了の日に最も近い日

におけるその最終の交換比率とする。）に、その交換比率により交換される他の市場暗号資

産に係る上記Aに掲げる価格を乗じて計算した金額

ロ 令和5年度税制改正

令和5年度税制改正により法人税法第61条《短期売買商品等の譲渡損益及び時価評価損益》の

規定が改正され、特定自己発行暗号資産が新たに定義され、特定自己発行暗号資産とは、当該

特定自己発行暗号資産を有する内国法人が発行し、かつ、その発行の時から継続して有する
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暗号資産であってその時から継続して次のI{}又はIn)のいずれかに該当するものとされた（改

正後法法61②、改正後法令118の7②、改正後法規26の10)。

111 当該暗号資産につき、他の者に移転することができないようにする技術的措置であって、次

のいずれにも該当する措置が取られていること。

A その移転することができない期間が定められていること。

B その技術的措置が、その暗号資産を発行した内国法人の役員及び使用人等のみによっ

て解除をすることができないものであること。

In) 当該暗号資産が一定の信託の信託財産とされていること。

そして、事業年度終了の時において有する特定自己発行暗号資産については、市場暗号資産で

あっても時価評価損益の計上が不要であるとされた。

また、この改正後の規定は、令和5年4月1日以後に開始する事業年度の所得に対する法人

税について適用されるが（令5改正法附則12①） ：法人が同日の属する事業年度終了の時にお

いてその法人が発行した暗号資産を有する場合に、その暗号資産の全てが上記(j)又は{l)に該当

するときは、当該事業年度以前の各事業年度については、その暗号資産と同一の種類の暗号資

産は特定自己発行暗号資産に該当するものとみなして、令和5年度税制改正後の法人税法（以

下「新法人税法」という。）第61条の規定の適用をすることができるとされた（同②）。

(2) 検討

ィ について時価評価損益の計上を要するか

時価評価損益の計上に当たっては、照会者力···l~において保有する

5上記(1)イ1{)にいう市場暗号資産に該当するかの判定を要するところ、本照会時点

でi···l~時価評価損益の計上の要否を判断
することはできず、また、次のことからすれば、その判定には事実の認定を要するため、

ーが市場暗号資産に該当するかの判定をすることはできない。

すなわち、市場暗号資産の判定に当たっては、継続的に売買価格等の公表がされ、かつ、そ

の公表がされる売買価格等がその暗号資産の売買の価格又は交換の比率の決定に重要な影響を

与えているものであることが要件の一つとされているところ、この要件に該当するかどうかを

判定するための取扱いは明らかにされていない。

この点、立法担当者の説明によれば、上記の「その公表がされる売買価格等がその暗号資産

の売買の価格又は交換の比率の決定に重要な影響を与えているものであること」の判定に当

たっては、売買目的有価証券の時価評価金額に係る通達である法人税法基本通達（以下「法基

通」という。） 2-3-29《市場有価証券の区分及び時価評価金額》と同様の解釈でいければ

と考えていると説明されている（『租税研究 2019,7』28頁）。

そこで、法基通2-3-29(2)をみると、 「『その公表する価格がその有価証券の売買の価

格の決定に重要な影響を与えている場合』とは、基本的には、ブローカー（中略）の公表する

価格又は取引システムその他の市場において成立した価格がその時における価額を表すものと

して一般的に認められている状態にあることをいう」とされていることからすれば、市場暗号

資産の判定に当たっても、これと同様に解釈すべきであると考えられるが、本件各取引所にお

いて公開されてい，I-9取引の価格が、この状態にあるかどうかは事実の認定を要

するものであると考えられる。

したがって、■’’’’’’’’について時価評価損益の計上を要するかについては、事
前照会で判断することができない。
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q特定自己発行暗号資産とみなされるものに該当するか

が市場暗号資産に該当するかの判定はできないが、仮に照会

1におい{···~ •• 
上ゞ記(1)口1イ）又は1n)に該当するときには、一は特定自己

発行暗号資産に該当するものとみなして、新法人税法第 61条の規定の適用をすることができ

るとされ、一について時価評価損益を益金の額又は損金の額に算入しない

ことができるとされている（令5改正法附則 12②)。

一この点、照会者は、

ため（上記 1(2)へ）、＇’~その移転することができない期間が定めら
れていることに該当する措置が取られていない。

また、一（上記1(2)ヌlo))

以上のことからすれば、一は、上記（1）口1イ）又は1り）のいずれにも該当しな

いことから、特定自己発行暗号資産に該当するものとみなされず、照会者

において一が市場暗号資産に該当する場合には、時価評価損益を益金の額

又は損金の額に算入することとなる。

ハ___の時価評価金額

を時価評価損益を計上する場合の時価評価金額は、時価法により評価

した金額であるとされ、当該金額は、事業年度終了の時における価額として、価格等公表者に

よって公表された当該事業年度終了の日における最終の売買の価格等にその市場暗号資産の数

菫を乗じて計算をした金額であるとされている。

したがって、時価評価金額の計算に当たっては、・・・・・・・9→..)・・・・・・・・・の

最終の売買価格に111111111111111の数量を乗じて計算することとなる。
以上
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0法人税法（令和5年度税制改正前）

第六十一条省略

関係法令等

別紙

2 内国法人が事業年度終了の時において有する短期売買商品等（暗号資産にあっては、・活発な市場

が存在する暗号資産として政令で定めるものに限る。以下第四項までにおいて同じ。）については、

時価法（事業年度終了の時において有する短期売買商品等をその種類又は銘柄（以下この項におい

て「種類等」という。）の異なるごとに区別し、その種類等の同じものについて、その時における

価額として政令で定めるところにより計算した金額をもつて当該短期売買商品等のその時における

評価額とする方法をいう。）により評価した金額（次項において「時価評価金額」という。）をも

つて、その時における評価額とする。

3 内国法人が事業年度終了の時において短期売買商品等を有する場合（暗号資産にあっては、自己

の計算において有する場合に限る。）には、当該短期売買商品等に係る評価益（当該短期売買商品

等の時価評価金額が当該短期売買商品等のその時における帳簿価額（以下この項において「期末帳

簿価額」という。）を超える場合におけるその超える部分の金額をいう。次項において同じ。）又

は評価損（当該短期売買商品等の期末帳簿価額が当該短期売買商品等の時価評価金額を超える場合

におけるその超える部分の金額をいう。次項において同じ。）は、第二十五条第一項（資産の評価

益の益金不算入等）又は第三十三条第一項（資産の評価損の損金不算入等）の規定にかかわらず、

当該事業年度の所得の金額の計算上、益金の額又は損金の額に算入する。

4~1 1 省略

0法人税法（令和5年度税制改正後）

第六十一条省略

2 内国法人が事業年度終了の時において有する短期売買商品等（暗号資産にあっては、市場暗号資

産（活発な市場が存在する暗号資産として政令で定めるものをいう。第六項において同じ。）に限

るものとし、特定自己発行暗号資産（当該内国法人が発行し、かつ、その発行の時から継続して有

する暗号資産であってその時から継続して譲渡についての制限その他の条件が付されているものと

して政令で定めるものをいう。同項及び第七項において同じ。）を除く。以下第四項までにおいて

同じ。）については、時価法（事業年度終了の時において有する短期売買商品等をその種類又は銘

柄（以下この項において「種類等」という。）の異なるごとに区別し、その種類等の同じものにつ

いて、その時における価額として政令で定めるところにより計算した金額をもつて当該短期売買商

品等のその時における評価額とする方法をいう。）により評価した金額（次項において「時価評価

金額」という。）をもつて、その時における評価額とする。

3 内国法人が事業年度終了の時において短期売買商品等を有する場合（暗号資産にあっては、自己

の計算において有する場合に限る。）には、当該短期売買商品等に係る評価益（当該短期売買商品

等の時価評価金額が当該短期売買商品等のその時における帳簿価額（以下この項において「期末帳

簿価額」という。）を超える場合におけるその超える部分の金額をいう。次項において同じ。）又

は評価損（当該短期売買商品等の期末帳簿価額が当該短期売買商品等の時価評価金額を超える場合

におけるその超える部分の金額をいう。次項において同じ。）は、第二十五条第一項（資産の評価

益）又は第三十三条第一項（資産の評価損）の規定にかかわらず、当該事業年度の所得の金額の計
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算上、益金の額又は損金の額に算入する。

4~1 1 省略

附 則〔令和五年三月三一日法律第三号抄〕

（施行期日）

第一条・この法律は、令和五年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。

ー～十三省略

（短期売買商品等の譲渡損益及び時価評価損益に関する経過措置）

第十二条 第二条の規定による改正後の法人税法（以下「新法人税法」という。）第六十一条の規定

は、法人（人格のない社団等を含む。以下この条及び附則第十五条において同じ。）の施行日以後

に開始する事業年度の所得に対する法人税について適用し、法人の施行日前に開始した事業年度の

所得に対する法人税については、次項及び第四項から第六項までに規定する場合を除き、なお従前

の例による。

2 法人が改正事業年度（施行日の属する事業年度をいう。以下この項及び次項において同じ。）終

了の時において当該法人が発行した法人税法第六十一条第一項に規定する暗号資産（施行日に開始

する改正事業年度にあっては、新法人税法第六十一条第二項に規定する特定自己発行暗号資産（以

下この条において「特定自己発行暗号資産」という。）に該当しない暗号資産（法人税法第六十一

条第一項に規定する暗号資産をいう。以下この条において同じ。）に限る。）を有する場合におい

て、当該暗号資産（他の者から取得したものを除く。）の全てがその時において譲渡についての制

限その他の条件が付されているものとして政令で定めるものに該当するときは、当該改正事業年度

以前の各事業年度については、当該暗号資産と同一の種類の暗号資産（他の者から取得したものを

除く。）は特定自己発行暗号資産に該当するものとみなして、新法人税法第六十一条の規定を適用

することができる。

3 前項の規定により特定自己発行暗号資産に該当するものとみなされた暗号資産についての改正事

業年度後の各事業年度における新法人税法第六十一条の規定の適用については、当該暗号資産（同

項の法人が発行し、かつ、改正事業年度終了の時から継続して有する暗号資産であってその時から

継続して同項に規定する政令で定めるものに該当するものに限る。）は、特定自己発行暗号資産に

該当するものとみなす。

4~7 省略

0法人税法施行令（令和5年度税制改正前）

（時価評価をする暗号資産の範囲）

第百十八条の七 法第六十一条第二項（短期売買商品等の譲渡損益及び時価評価損益）に規定する政

令で定めるものは、内国法人が有する暗号資産のうち次に掲げる要件の全てに該当するものとする。

一 継続的に売買の価格（他の暗号資産との交換の比率（次条第一項第四号において「交換比

率」という。）を含む。以下この条及び同項第三号において「売買価格等」という。）の公表

がされ、かつ、その公表がされる売買価格等がその暗号資産の売買の価格又は交換の比率の決

定に重要な影響を与えているものであること。
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― 継続的に前号の売買価格等の公表がされるために十分な数量及び頻度で取引が行われている

こと。

三 次に掲げる要件のいずれかに該当すること。

イ 第一号の売買価格等の公表が当該内国法人以外の者によりされていること。

ロ 前号の取引が主として当該内国法人により自己の計算において行われた取引でないこと。

（短期売買商品等の時価評価金額）

第百十八条の八 法第六十一条第二項（短期売買商品等の譲渡損益及び時価評価損益）に規定する政

令で定めるところにより計算した金額は、内国法人が事業年度終了の時において有する短期売買商

品等（暗号資産にあっては、市場暗号資産（同項に規定する政令で定めるものに該当する暗号資産

をいう。以下この項において同じ。）に限る。以下この項及び次条において同じ。）をその種類又

は銘柄（以下この項において「種類等」という。）の異なるごとに区別し、その種類等を同じくす

る短期売買商品等ごとに、公表最終価格等（市場暗号資産以外の短期売買商品等にあっては第一号

又は第二号に掲げるいずれかの金額をいい、市場暗号資産にあっては第三号又は第四号に掲げるい

ずれかの金額をいう。）にその短期売買商品等の数量を乗じて計算した金額とする。

一 価格公表者（商品（商品先物取引法（昭和二十五年法律第二百三十九号）第二条第一項（定

義）に規定する商品をいう。以下この号及び次号において同じ。）の売買の価格又は気配相場

の価格を継続的に公表し、かつ、その公表する価格がその商品の売買の価格の決定に重要な影

響を与えている場合におけるその公表をする者をいう。同号において同じ。）によって公表さ

れた当該事業年度終了の日における短期売買商品等の最終の売買の価格（公表された同日にお

ける最終の売買の価格がない場合には公表された同日における最終の気配相場の価格とし、そ

の最終の売買の価格及びその最終の気配相場の価格のいずれもない場合にはその短期売買商品

等の同日における売買の価格に相当する金額として同日前の最終の売買の価格又は最終の気配

相場の価格が公表されたHで当該事業年度終了の日に最も近い日におけるその最終の売買の価

格又はその最終の気配相場の価格を基礎とした合理的な方法により計算した金額とする。同号

において「最終価格」という。）

二 価格公表者によってその価格を公表される短期売買商品等又はこれに類似する商品の最終価

格にこれらの品質、所在地その他の価格に影響を及ぼす条件の差異により生じた価格差につき

必要な調整を加えて得た金額

三 価格等公表者（市場暗号資産の売買価格等を継続的に公表し、かつ、その公表する売買価格

等がその市場暗号資産の売買の価格又は交換の比率の決定に重要な影響を与えている場合にお

けるその公表をする者（その公表をする売買価格等に係る前条第二号の取引が主として当該内

国法人が自己の計算において行った取引である場合には、当該内国法人を除く。）をいう。次

号において同じ。）によって公表された当該事業年度終了の日における当該市場暗号資産の最

終の売買の価格（公表された同日における最終の売買の価格がない場合には、同日前の最終の

売買の価格が公表された日で当該事業年度終了の日に最も近い日におけるその最終の売買の価

格）

四 価格等公表者によって公表された当該事業年度終了の日における市場暗号資産の最終の交換

比率（公表された同日における最終の交換比率がない場合には、同日前の最終の交換比率が公

表された日で当該事業年度終了の日に最も近い日におけるその最終の交換比率）に、その交換

比率により交換される他の市場暗号資産に係る前号に掲げる価格を乗じて計算した金額
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2 省略

0法人税法施行令（令和5年度税制改正後）

（時価評価をする暗号資産の範囲）

第百十八条の七 法第六十一条第二項（短期売買商品等の譲渡損益及び時価評価損益）に規定する活

発な市場が存在する暗号資産として政令で定めるものは、内国法人が有する暗号資産のうち次に掲

げる要件の全てに該当するものとする。

一 継続的に売買の価格（他の暗号資産との交換の比率（次条第一項第四号において「交換比率」

という。）を含む。以下この項及び同条第一項第三号において「売買価格等」という。）の公表

がされ、かつ、その公表がされる売買価格等がその暗号資産の売買の価格又は交換の比率の決定

に重要な影響を与えているものであること。

二 継続的に前号の売買価格等の公表がされるために十分な数量及び頻度で取引が行われているこ

と。

三 次に掲げる要件のいずれかに該当すること。

イ 第一号の売買価格等の公表が当該内国法人以外の者によりされていること。

ロ 前号の取引が主として当該内国法人により自己の計算において行われた取引でないこと。

2 法第六十一条第二項に規定する発行の時から継続して譲渡についての制限その他の条件が付され

ているものとして政令で定めるものは、その発行の時から継続して次に掲げる要件のいずれかに該

当する暗号資産とする。

ー 当該暗号資産につき、他の者に移転することができないようにする技術的措置として財務省令

で定める措置がとられていること。

二 当該暗号資産が信託で次に掲げる要件の全てに該当するもの（法第十二条第一項（信託財産に

属する資産及び負債並びに信託財産に帰せられる収益及び費用の帰属）の規定により同項に規定

する受益者（同条第二項の規定により同条第一項に規定する受益者とみなされる者を含む。以下

この号において「受益者等」という。）がその信託財産に属する資産及び負債を有するものとみ

なされる信託に限る。）の信託財産とされていること。

イ 当該信託の受託者が信託会社（金融機関の信託業務の兼営等に関する法律により同法第一条

第一項（兼営の認可）に規定する信託業務を営む同項に規定する金融機関を含む。）のみであ

り、かつ、当該信託の受益者等が当該内国法人のみであること。

ロ 当該信託に係る信託契約において、当該信託の受託者がその信託財産に属する資産及び負債

を受託者等（当該信託の受託者及び受益者等をいう。）以外の者に譲渡しない旨が定められて

いること。

ハ 当該信託に係る信託契約において、当該内国法人によって、当該信託の受益権の譲渡及び当

該信託の受益者等の変更をすることができない旨が定められていること。

3 省略

（短期売買商品等の時価評価金額）

第百十八条の八 法第六十一条第二項（短期売買商品等の譲渡損益及び時価評価損益）に規定する政

令で定めるところにより計算した金額は、内国法人が事業年度終了の時において有する短期売買商

品等（暗号資産にあっては、同項に規定する市場暗号資産（同項に規定する特定自己発行暗号資産
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を除く。以下この項において「時価評価暗号資産」という。）に限る。以下この項及び次条におい

て同じ。）をその種類又は銘柄（以下この項において「種類等」という。）の異なるごとに区別し、

その種類等を同じくする短期売買商品等ごとに、公表最終価格等（時価評価暗号資産以外の短期売

買商品等にあっては第一号又は第二号に掲げるいずれかの金額をいい、時価評価暗号資産にあって

は第三号又は第四号に掲げるいずれかの金額をいう。）にその短期売買商品等の数量を乗じて計算

した金額とする。

ー・ニ省略

三 価格等公表者（時価評価暗号資産の売買価格等を継続的に公表し、かつ、その公表する売買価

格等がその時価評価暗号資産の売買の価格又は交換の比率の決定に重要な影響を与えている場合

におけるその公表をする者（その公表をする売買価格等に係る前条第一項第二号の取引が主とし

て当該内国法人が自己の計算において行った取引である場合には、当該内国法人を除く。）をい

う。次号において同じ。）によって公表された当該事業年度終了の日における当該時価評価暗号

資産の最終の売買の価格（公表された同日における最終の売買の価格がない場合には、同日前の

最終の売買の価格が公表された日で当該事業年度終了の日に最も近い日におけるその最終の売買

の価格）

四 価格等公表者によって公表された当該事業年度終了の日における時価評価暗号資産の最終の交

換比率（公表された同日における最終の交換比率がない場合には、同日前の最終の交換比率が公

表された日で当該事業年度終了の日に最も近い日におけるその最終の交換比率）に、その交換比

率により交換される他の時価評価暗号資産に係る前号に掲げる価格を乗じて計算した金額

2 省略

附 則〔令和五年三月三一日政令第一三五号〕

（施行期日）

第一条 この政令は、令和五年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。

ー・ニ省略

（短期売買商品等の一単位当たりの帳簿価額及び時価評価金額に関する経過措置）

第四条 新令第百十八条の五の規定は、法人が施行日以後に取得をする法人税法第六十一条第一項に

規定する短期売買商品等について適用し、法人が施行日前に取得をした所得税法等の一部を改正す

る法律（令和五年法律第三号。以下「改正法」という。）第二条の規定による改正前の法人税法

（以下「旧法」という。）第六十一条第一項に規定する短期売買商品等については、なお従前の例

による。

2 法人が施行日前に取得をした暗号資産（旧法第六十一条第一項に規定する暗号資産をいう。以下

この項において同じ。）のうち、改正事業年度（改正法附則第十二条第二項に規定する改正事業年

度をいう。）以前の各事業年度について同項の規定により特定自己発行暗号資産（改正法第二条の

規定による改正後の法人税法第六十一条第二項に規定する特定自己発行暗号資産をいう。）に該当

するものとみなして同条の規定を適用する暗号資産については、前項の規定にかかわらず、新令第

百十八条の五の規定を適用することができる。

3 改正法附則第十二条第二項に規定する政令で定めるものは、法人が有する法人税法第六十一条第

一項に規定する暗号資産のうち、新令第百十八条の七第二項各号に掲げる要件のいずれかに該当す
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るものとする。

0法人税法施行規則（令和5年度税制改正後）

（時価評価をしない暗号資産の要件）

第二十六条の十 令第百十八条の七第二項第一号（時価評価をする暗号資産の範囲）に規定する財務

省令で定める措置は、同号の暗号資産を他の者に移転することができないようにする技術的措置で

あって、次に掲げる要件のいずれにも該当するものとする。

ー その移転することができない期間が定められていること。

二 その技術的措置が、その暗号資産を発行した内国法人（その内国法人との間に完全支配関係が

ある他の者を含む。以下この号において「発行法人等」という。）の役員及び使用人（以下この

号において「役員等」という。）並びに次に掲げる者のみによって解除をすることができないも

のであること。

イ 発行法人等の役員等の親族

ロ 発行法人等の役員等と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者

ハ イ又は口に掲げる者以外の者で発行法人等の役員等から受ける金銭その他の資産によって生

計を維持しているもの

二 口又はハに掲げる者と生計を一にするこれらの者の親族

0法人税基本通達

（市場有価証券の区分及び時価評価金額）

2-3ー29 売買目的有価証券に係る令第119条の13第1項第1号から第3号まで（（市場有価証券の時

価評価金額））に規定する有価証券の区分及び法第61条の 3第1項第1号（（売買目的有価証券の期末

評価額））に規定する時価評価金額（以下2-3-29において「時価評価金額」という。）の算定に

当たっては、それぞれ次のことに留意する。

(1) 省略

(2) 同項第3号に規定する「その公表する価格がその有価証券の売買の価格の決定に重要な影

響を与えている場合」とは、基本的には、プローカー（銀行、証券会社等のように、金融資産の

売買の媒介、取次ぎ若しくは代理の受託をする業者又は自己が買手若しくは売手となって店頭で

金融資産の売買を成立させる業者をいう。以下この章において同じ。）の公表する価格又は取引

システムその他の市場において成立した価格がその時における価額を表すものとして一般的に認

められている状態にあることをいうのであるから、単に売買実例があることのみでは、当該重要

な影響を与えている場合に該当しない。

(3) 省略
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